
 
 

第６回 地方税制のあり方に関する検討会 
 

議事次第 
 

令和７年８月６日（水） 
10 時 00 分～ 12 時 00 分 
合同庁舎２号館７階 省議室  

 
 

１ 開会 

２ 議事 

（１） 有識者プレゼンテーション 

上村 敏之 特別委員（関西学院大学経済学部教授） 

（２） 第５回検討会においてご質問があった事項への回答 

（３） 地方税財政の現状と経済活動の動向について 

３ 閉会 

 

 

配布資料 

（資料１）「兵庫県 地方税に関する勉強会の報告書について」 

（上村特別委員提出資料） 

（資料２）第５回検討会においてご質問があった事項への回答 

（資料３）地方税財政の現状と経済活動の動向 

 



兵庫県 地方税に関する
勉強会の報告書について

2025年8月6日（水）
地方税制のあり方に関する検討会

関西学院大学 経済学部
上村 敏之
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千晴 渡邊
スタンプ



行政サービス格差と税源の関係（1）

2

出所）埼玉県・千葉県・神奈川県「居住
する地域にとらわれないこども施策の実
現及び税源の偏在是正について」2024年
5月7日より引用して追記。



行政サービス格差と税源の関係（2）

3出所）財政制度等審議会「我が国の財政運営の
進むべき方向」2024年5月より引用して追記。



行政サービス格差と税源の関係（3）

4出所）財政制度等審議会「我が国の財政運営の
進むべき方向」2024年5月より引用して追記。



行政サービス格差と税源の関係（4）

5

出所）第3回 持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会
（2025年1月28日）「神戸市提出資料」より引用して追記。



行政サービス格差と税源の関係（5）

6

出所）第3回 持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会
（2025年1月28日）「神戸市提出資料」より引用。



7出所）総務省ウェブサイト「地方税収等の状況」
「地方税収等の推移」より引用して追記。



地方税収の増加と
地方交付税の関係のイメージ

8

・同額の基準財政需要額をもつ交付団体（左）と不交付団体（右）で、同額の
地方税の税収の増加がある場合、交付団体の地方交付税が減額され、不交付団
体の財源超過額（基準財政需要額を上回る基準財政収入額）が拡大する。



9出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉強会
報告書」2025年3月より引用。

兵庫県 地方税の偏在是正に
関する勉強会 報告書

兵庫県ウェブサイトにて公開済み（https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/chihozeibenkyoukai.html）

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/chihozeibenkyoukai.html


10出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉強会
報告書」2025年3月より引用して追記。



報告書の検討方針
• 特に偏在性が大きい地方法人課税に注目
• 1）現行の分割基準や事務所等の要件では,実態に合わないと考
えられる業態や設備等（下記表）

• 2）具体的な是正方策を検討
• 3）2）の是正方策では対応できない場合は特別法人事業税・譲
与税及び法人住民税法人税割の交付税原資化のさらなる措置へ

11
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。



地方税に影響のある
社会経済情勢の変化

12
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。



分割基準の現状と課題(1)

13
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉強
会報告書」2025年3月より引用。



分割基準の現状と課題(2)

14

• 1）物品販売系EC

出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。



分割基準の現状と課題(3)
• 1）物品販売系EC

15
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉強
会報告書」2025年3月より引用。

EC化率＝商取引全
体に占める電子商
取引（EC）の割合



分割基準の現状と課題(4)

16

• 1）物品販売系EC

出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用して追記。



分割基準の現状と課題(5)
• 2）フランチャイズ事業

17
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用して追記。



分割基準の現状と課題(6)

18

• 2）フランチャイズ事業

出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉強
会報告書」2025年3月より引用して追記。



分割基準の現状と課題(7)
• 3）オートメーション化

– 物流施設等におけるロボットで従業者数減少
– 倉庫業の分割基準：「事業所などの固定資産の価額」
– EC事業者の分割基準：「事業所数及び従業者数」

• 4）分社化

19
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。



分割基準の現状と課題(7)
• 5）その他

20
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。



事務所等の要件の現状と課題(1)
• 事務所等の要件の概要

– （1）人的設備を有すること
– （2）物的設備を有すること
– （3）事業を継続して行うこと

• 事務所等の要件の見直しが必要な背景
– 人的設備の要件に該当しないケース

• 無人の発電設備などの施設が他の地方自治体から遠隔操作を受ける
ケース

– 法人が事業活動を行うにあたっては、地方自治体から何ら
かの行政サービスを享受していることから、応益性の観点
から問題があるのではないか

21



事務所等の要件の現状と課題(2)
• 事務所等の要件において課題が考えられる業態等

• 1）特定目的会社
– 物流倉庫で増加
– 99％が東京都内に本店

• 2）太陽光発電・
風力発電等

– 兵庫県内に太陽光発電設備を設置する16社のうち、11社が県外に本店
があり、このうち兵庫県に納税があるのは3社のみ

– 兵庫県内に風力発電設備を設置する5社のうち、3社が県外に本店があ
り、このうち兵庫県に納税があるのは1社のみ

22
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。



事務所等の要件の現状と課題(3)
• 事務所等の要件において課題が考えられる業態等

• 3）デジタル系EC
– オンラインゲームや電子出版
動画や音楽の有料配信など

• 4）その他

23
出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用して追記。



地方法人課税
における新たな
是正方策の検討

24出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉
強会報告書」2025年3月より引用。

• 1）分割基準の見直し
で対応
• 2）事務所等の要件の
見直しで対応
• 3）それ以外は特別
法人事業税・譲与税の
拡充で対応



25出所）兵庫県「地方税の偏在是正に関する勉強会
報告書」2025年3月より引用して追記。



兵庫県 地方税に関する
勉強会の報告書について

2025年8月6日（水）
地方税制のあり方に関する検討会

関西学院大学 経済学部
上村 敏之
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資 料
（第５回検討会において

ご質問があった事項への回答）

資料２



これまでの制度改正等

2



地方税の充実確保と偏在性が小さく安定的な地方税体系の構築

3



これまでの地方法人課税における制度改正

（注）法人税割の税率は、都道府県分＋市町村分の合計

税率：
17.3％

税率：4.4％

法
人
住
民
税
法
人
税
割

②（26年度改正）
消費税８％段階
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国
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地
方
法
人
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）
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方
法
人
税

税率引上げ
10.3％

（＋5.9％）

税率引下げ
▲4.4％

税率引下げ
▲5.9％

税率：12.9％
税率：7％

R1.10.1～H26.10.1～

法
人
事
業
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約2.6兆円

約3.2兆円
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人
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税

（
国
税
）
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法
人
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税

2/3に縮小 廃止

譲与税として、
全額を都道府県に譲与

【譲与基準】
人口・従業者数

（地方消費税１％相当）

※税制抜本改革まで
の間の暫定的な措置
として創設 法

人
事
業
税

②（26年度改正）

H26.10.1～

②（28年度改正） ③（令和元年度改正）

R1.10.1～

（
国
税
）

特
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約３割を分離

約1.8兆円
（H30地方財政計画ベース）
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事
業
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税

譲与税として、
全額を都道府県に譲与

【譲与基準】
人口
（不交付団体に対する
譲与制限あり）

R1.10.1～

県：3.2％
市：9.7％ 県：1％

市：6％

県： 5％
市：12.3％
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① 地方法人特別税の創設

○ 平成２０年度税制改正の要綱（平成２０年１月１１日閣議決定）（抄）

八 地域間の財政力格差の縮小

地方税制については、更なる地方分権の推進とその基盤となる地方税財源の充実を図る中で、地方消費税

の充実を図るとともに、併せて地方法人課税のあり方を抜本的に見直すなどにより、偏在性が小さく税収が

安定的な地方税体系を構築することを基本に改革を進める。

この基本方向に沿って、消費税を含む税体系の抜本的改革において、地方消費税の充実と地方法人課税の

あり方の見直しを含む地方税改革の実現に取り組む。

消費税を含む税体系の抜本的改革が行われるまでの間の暫定措置として、法人事業税の一部を分離し、

「地方法人特別税」及び「地方法人特別譲与税」を創設することにより、偏在性の小さい地方税体系の構築を

進める。

○ 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正
する等の法律（平成24年8月22日法律第68号） （抄）

（税制に関する抜本的な改革及び関連する諸施策に関する措置）

第7条 （中略）政府は、（中略）税制に関する抜本的な改革及び関連する諸施策について、次に定める基本的方向性

によりそれらの具体化に向けてそれぞれ検討し、それぞれの結果に基づき速やかに必要な措置を講じなければ

ならない。

五 地方税制については、次に定めるとおり検討すること。

イ 地方法人特別税及び地方法人特別譲与税について、税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方

税体系の構築が行われるまでの間の措置であることを踏まえ、税制の抜本的な改革に併せて抜本的に見

直しを行う。

ロ 税制の抜本的な改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の在り方を見直すことにより税源

の偏在性を是正する方策を講ずることとし、その際には、国と地方の税制全体を通じて幅広く検討する。 5



② 地方法人税の創設と地方法人特別税の縮小・廃止

○ 平成26年度与党税制改正大綱（平成25年12月12日） （抄）

第一 平成26年度税制改正の基本的考え方

２ 税制抜本改革の着実な実施

（2）地方法人課税の偏在是正

地方税制については、消費税率８％段階において、地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小

を図るため、法人住民税法人税割の税率を引き下げるとともに、当該引下げ分に相当する、課税標準を法

人税額とする地方法人税（仮称）を創設して、その税収全額を交付税及び譲与税配付金特別会計に直接繰り

入れ、地方交付税原資とする。なお、この偏在是正により生じる財源（不交付団体の減収分）を活用して、地

方財政計画に歳出を計上する。また、地方法人特別税・譲与税の規模を縮小し、法人事業税に復元する。

消費税率 10％段階においては、法人住民税法人税割の地方交付税原資化をさらに進める。また、地方法

人特別税・譲与税を廃止するとともに現行制度の意義や効果を踏まえて他の偏在是正措置を講ずるなど、関

係する制度について幅広く検討を行う。

○ 平成28年度与党税制改正大綱（平成27年12月16日） （抄）

第一 平成28年度税制改正の基本的考え方

３ 地方創生の推進・特区に係る税制上の支援措置

（1）地方法人課税の偏在是正

地方創生を推進するためには、地方公共団体が安定的な財政運営を行うことのできる地方税体系を構築

する必要がある。こうした観点も踏まえ、地方法人課税については、消費税率（国・地方）８％段階の措置に引

き続き、消費税率10％段階においても、地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図るための

措置を講ずる。また、地方法人特別税・譲与税を廃止し、法人事業税に復元するとともに、これに代わる偏在

是正措置を講ずる。

6



③ 特別法人事業税の創設

○ 平成31年度与党税制改正大綱（平成30年12月14日）（抄）

第一 平成31年度税制改正の基本的考え方

４ 都市・地方の持続可能な発展のための地方税体系の構築

近年、地方税収が全体として増加する中で、地域間の財政力格差が拡大している。各種の財政指標でみても、

地方交付税の交付団体と不交付団体では、大きな格差が存在し、その均衡が大きく崩れている状況にある。

また、経済社会構造も大きく変化している。産業構造のサービス産業化や、大都市部への大法人の本店の集中

等を背景として、大都市部には、企業の事業活動の実態以上に税収が集中している状況にある。この傾向は、イン

ターネット取引等の拡大により、今後一層加速することが見込まれる。加えて、子会社化等の組織再編の進行や、

フランチャイズ事業の拡大など、企業組織の多様化も税源の偏在に影響している。これらの変化は、現行の法人

事業税の枠組み（分割基準等）では直ちに対応を行うことが困難な課題である。

こうしたことを背景として、地方法人課税の税収は、地域における付加価値の総計である県内総生産の分布状

況と比較して、大都市部に集中している状況にあり、都市・地方を通じた安定的な地方税財政基盤を構築するた

め、これら構造的な課題への対処が求められている。

以上の観点から、地域間の財政力格差拡大、経済社会構造の変化等に対応し、都市と地方が支え合い、共に持

続可能な形で発展していくため、地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置を講ずる。（中略）

特別法人事業税・譲与税制度（仮称）は、恒久的な措置とする。

7



東京都の行政サービスの状況等

8



埼玉県・千葉県・神奈川県からの意見（抄）

（令和６年５月７日）

（略）近年、税収に恵まれている東京都では、１８歳年度末までのこどもに対する月５千円の給付、高校授業料実質無

償化における所得制限撤廃、公立学校給食費の無償化、０～２歳児の第２子の保育料無償化、１８歳年度末までのこ

どもに対する医療費助成といった施策を打ち出し、周辺自治体との地域間格差が拡大している。全てのこどもがひ

としく幸福な生活を送ることができる「こどもまんなか社会」を実現するためには、このような地域間格差を解消して

いくことが必要不可欠である。

また、こども施策のみならず様々な施策においても、東京都と周辺自治体の地域間格差の拡大が多く存在している

ところであり、こうした状況は、東京一極集中の流れを加速（略）。

こうした行政サービスの地域間格差は、財政状況の違いから生じているものと考える。（略）

ついては、このような状況を踏まえ、次の事項について要望する。

１ 居住する地域にとらわれないこども施策の実現

（略）自治体の財政状況に起因する格差が生じることがないように、国の責任と財源により必要な措置を

講じること。

２ 税源の偏在是正

地方税は、地方の実情に沿ったきめ細かな行政サービスを行う上で、最も重要な税源の偏在性が小さく

税収が安定的な地方税体系の構築に向けた取組を早急に行うこと。

9



事業名 概要 R7予算額

０１８サポート
（R6.1～）

都内に在住する０歳から18歳までの子供（約200万人）を対象に、
１人当たり月額5,000円を支給（所得制限なし）

1,227億円

私立高等学校等特別
奨学金補助（R6～）

都内に居住し、私立高校等に通う生徒の保護者に対し、国の就学支
援金と合わせて、都内私立高校平均授業料まで支援し、私立高校授
業料を実質無償化（所得制限を撤廃）

643億円

東京都公立学校給食費
負担軽減事業
（R6～）

国の方策が講じられるまでの間、区市町村が行う学校給食費の保
護者負担軽減に係る取組を支援
・実施主体：区市町村（補助率1/2）

251億円

保育料等無償化
（R5.10～）

認可保育所等に通う利用者負担分について、令和７年９月（予定）か
ら、年齢や所得にかかわらず第一子も無償化
・実施主体：区市町村
（負担割合 第二子無償化実施時の考え方を踏まえて設定）

763億円

※第一子無償化分
279億円

医療費助成事業
（R7拡充）

子供医療費について、以下の自己負担額となるよう助成
・義務教育就学前の乳幼児：なし
・義務教育就学児、高校生等：通院１回当たり200円
※令和７年10月から所得制限を撤廃

乳幼児 38億円
義務教育就学児 52億円
高校生等 86億円

（出所）東京都「令和7年度東京都予算案の概要」

東京都の最近の主な行政サービスの例

10

事業名 概要 R7予算額

水道料金に係る基本料
金無償臨時特別措置

都の水道料金の基本料金について、令和7年度の夏場4ヶ月間分相
当を無償とする等の臨時特別措置を実施
・主に一般家庭での利用が想定される小口径（13㎜、20㎜、25㎜）
（多くの家庭が利用する口径20mmの場合、4ヶ月で1世帯
当たり5,000円程度の軽減）

368億円

（出所）東京都「令和７年度６月補正予算（案）について」



資 料
（地方税財政の現状と経済活動の動向）

資料３



地方税収の推移

（注）１ 表中における計数は、超過課税及び法定外税等を含まない。
２ 令和５年度までは決算額、令和６、７年度は地方財政計画額である。
３ 平成21年度以降の地方税合計の括弧書き及び地方法人二税の点線は、国から都道府県に対して譲与されている特別法人事業譲与税等を除いた額。
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地財

７

地財

地方税合計

個人住民税

地方法人二税

（H21～ 特別法人事業
譲与税等を含む）

固定資産税

地方消費税

（単位：兆円）
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4.9

5.5

5.3

4.3

4.1 4.1
4.2

4.5

4.7

5.2 5.2 5.3

5.4

5.6

5.3

5.8

6.2

6.3
6.4

6.7

6.9

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6 (6) 7

東京都の税収の推移

（注） 令和５年度までは決算額、令和６年度は予算額及びR7.3末現在の収入済額、令和７年度は予算額であり、特別法人事業譲与税等を含まない。

（出所）東京都HPより
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 0.0

３.0

兆円

（主な内訳）
○地方法人二税
     2,3４７億円
○個人都民税

1,540億円
○地方消費税

6３５億円
○固定資産税・都市計画税

45２億円

＋5,431億円

予算 予算見込
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21.6%
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23.6%
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22.8%
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23.6%

24.8%

21.4%

22.8%
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13.1%

13.9%

13.3%

14.9%

13.9%
14.2%

14.8%

13.4%
13.7%

14.0%

11.6% 11.8%

13.1%

11.9% 11.9% 12.0%
11.9%

14.8% 14.8% 14.7%

15.3%
15.6%

15.9%
16.2% 16.2% 16.3%

16.6% 16.5% 16.5%
16.9%

17.1%17.1%
17.4% 17.5%

17.7%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

22%

24%

26%

28%

30%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

地方法人二税
（譲与税含む）

地方消費税

個人住民税

固定資産税

地方法人二税
（譲与税除く）

全国に占める東京都の税収シェアの推移

（注）１ 税収額については決算額であり、超過課税及び法定外税等を除いた額並びに地方消費税清算後ベースである。
      ２ 平成21年度以降の地方法人二税の点線は、国から都道府県に対して譲与されている特別法人事業譲与税等を除いた額。
    ３ 東京都の税収は、東京都及び都内区市町村の税収である。

偏在是正の
取組による

3

企修正
（固・特例交付金除き）



全国・東京都の地方税収（令和５年度決算）

所
得
割

法
人
住
民
税

法
人
事
業
税

特
別
法
人

事
業
譲
与
税

地
方
消
費
税

土
地

家
屋

償
却
資
産

そ
の
他

24,266
(18.6%)

5,912
(30.8%)

金
融
三
割

14,000
(27.8%)

7,427
(11.9%)

9,116
(25.1%) 6,276

(14.8%) 1,868
(9.9%)

9,269
(14.0%)

3,245 130,683 5,312 19,199 50,340 21,744 62,632 36,380 42,521 18,811 66,122 

391
(12.0%)

605
(2.8%)

税目計
17.6％

計 45兆 6,989 億円（単位：億円）

東京都

均
等
割

個人住民税 地方法人課税 地方消費税 固定資産税 その他

全国計

地方法人
課税全体
22.5％

4

1,220
(23.0%)

（注）１ 税収額は令和５年度は決算額であり、超過課税及び法定外税等を除いた額である。地方消費税は清算後の額である。

２ 特別法人事業譲与税の原資である特別法人事業税は、都道府県が徴収する国税。

３ 東京都の税収は東京都及び都内区市町村における決算額の合算額である。



24.5%

27.8%27.7%

36.1%

24.8%

29.2%
30.0%

32.6%

22.8%

26.1%

13.2%

14.5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

H25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5

法人事業税

所得割（外形）

付加価値割

資本割

所得割（非外形）

その他

全国に占める東京都の地方法人二税の税収シェアの推移

法人住民税 法人事業税

（注）１ 東京都の税収は東京都及び都内区市町村における決算額の合算額であり、税収には超過課税及び法定外税等を含んでいない。
２ 法人事業税には、国から都道府県に対して譲与されている特別法人事業譲与税等を含んでいない。
３ 法人事業税の「その他」は、収入割が課される法人に係る税収である。

29.0%

30.8%

17.0%

18.3%

32.2%

36.3%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

H25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5

法人住民税

均等割

法人税割

注

注：所得割（外形）のH29シェアは、外形拡大（所得割
の税率引下げ）等により異常値が生じているため
表示していない。
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※総務省 「徴収実績調」（H３０以前）、「地方財政状況調査」（R1以降）の決算額より

○ 全国に占める東京都の固定資産税の税収シェアは年々拡大。特に土地については、この10
年間で＋4.0％となり、令和５年度では全国の２５％を超えている。

○ 家屋・償却資産はほぼ横ばいとなっている。

全国に占める東京都の固定資産税収シェアの推移

10年間で
+4.0％

21.1% 21.3%
21.9% 22.0% 22.0%

22.9%
23.5% 23.7% 23.7%

24.4%
25.1%

14.1% 14.1% 14.4% 14.3% 14.3% 14.5% 14.5% 14.5%
14.9% 14.8% 14.8%

10.6% 10.6% 10.5% 10.3% 10.2% 10.2% 10.1% 10.1% 10.3% 10.1% 9.9%

16.2% 16.3%
16.6% 16.5% 16.5%

16.9% 17.1% 17.1% 17.4% 17.5% 17.7%

5%

10%

15%

20%

25%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

土地 家屋 償却資産 合計

6（注）税収には超過課税及び大規模償却資産にかかる道府県課税分を含まない。東京都の税収は特別区及び都内市町村における決算額の合算額である。



各指標で見る東京都への経済活動の集中

○ 東京都では、法人の新設数が高い水準にあるほか、大法人が多く所在すること等を反映して企業所得も集中
している状況。

（出所）①法務省「R6登記統計」、②日本取引所グループ「東証上場会社情報サービス（R7.7.31時点）」、
③内閣府「2023年度県民経済計算」、④総務省「R6住民基本台帳」、⑤⑥総務省「R6経済センサス基礎調査（速報値）」より作成

東京都

30.5%

46道府県

69.5%

東京都

36.1%

46道府県

63.9%

①株式会社設立登記数 ②プライム市場上場企業数 ③民間法人企業所得

7

東京都

11.1%

46道府県

88.9%

東京都

17.4%

46道府県

82.6%

東京都

14.9%

46道府県

85.1%

④人口 ⑤企業数 ⑥従業者数（参考）

東京都

56.8%

46道府県

43.2%



企業の本社等の東京都への集中

○ 大法人の本社の多くが東京都に集中し、課税ベースも東京都に集中。

（注）東京都本社所在法人のデータであり、実際の税収は、分割基準に基づき関係道府県に分割して納税される。

大法人数 1.8万法人 所得金額 46兆円

付加価値額 110兆円 資本金等の額 117兆円

東京都

50.8%

46道府県

49.2%
東京都

60.2%

46道府県

39.8%

東京都

59.3%

46道府県

40.7% 東京都

59.9%

46道府県

40.1%

（出所）総務省「令和５年度 道府県税の課税状況等に関する調」における外形対象法人に係る課税実績より作成 8



地域における経済活動の状況 （H23年度→R3年度）

○ 全国の県内総生産は直近10年で53.6兆円増加、このうち２割超を東京都が占めている。

○ 東京都では「純粋持株会社、経営コンサル業等」「情報通信業」「不動産業」が県内総生産を押し上げる要
因となっている。

523.7兆円
+53.6兆円

577.4兆円

H23 R3

県内総生産の増加額（H23年度→R3年度） 東京都において経済活動が拡大している業種

東京都 +11.8兆円の内訳

（出所） 内閣府「2023年度県民経済計算」より作成 ※専門･科学技術･業務支援サービス業

純粋持株会社、

経営コンサル業等

+4.2兆円（36%）

情報通信業

+3.3兆円（28%）

不動産業

+2.5兆円（21%）

その他

+1.7兆円（15%）

※

9

東京都,+11.8兆円

［21.9％］

46道府県,+41.9兆円

+53.6兆円

+53.6兆円の内訳
県内総生産の全国計



全国における「純粋持株会社、経営コンサル業等」、「情報通信業」、「不動産業」の県内総生産の増加額の状況

○ 「純粋持株会社、経営コンサル業等」「情報通信業」「不動産業」は、東京都において経済活動の規模が大きく拡大。

純粋持株会社、経営コンサル業等※ 不動産業情報通信業

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県

和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

+2.5兆円

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県

和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

+3.3兆円

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県

和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

（出所） 内閣府「2023年度県民経済計算」より作成

全国の増加額
+11.1兆円のうち
約４割を占める

全国の増加額
+3.6兆円のうち
約９割を占める

全国の増加額
+4.1兆円のうち
約６割を占める

東京都
+4.2兆円 東京都 東京都

※専門･科学技術･業務支援サービス業

10

（H23年度→R3年度）



県内総生産の産業別東京都シェアの変遷 （H23年度→R3年度）

○ 東京都においては「情報通信業」「不動産業」「純粋持株会社、経営コンサル業等」について県内総生産の
全国計に占める東京都シェアが増加。

7.8
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35.3

19.1
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14.4 19.0

6.5

10.3

15.3

32.6

14.0
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※１ 電気・ガス・水道・廃棄物処理業 ※２ 専門・科学技術、業務支援サービス業

（対全国比シェア ％）
※事業税の課税対象外事業（農業、鉱業）や課税対象外
所得（社会保険診療）を多く含んでいると考えられる
産業分類は除いて集計している。

（出所）内閣府「2023年度県民経済計算」より作成 11

■ H23年度

■ R3年度



県内総生産の東京都シェアの大きい業種における売上金額の推移

○ 県内総生産の東京都シェアが増加している主な業種の内訳を分析。

○ 業種名を網掛けしている業種において、売上金額（全国計）が大きく伸びている。

21.7
(+3.9)

4.8
(+0.8)

6.8
(+0.4)

33.9
(+15.9)

8.3
(+7.0)

17.2
(+8.3)

25.6
(+10.9)

16.0
(+4.9)

3.2
(+0.3)

20.5
(+10.8)

9.0
(+2.2)

13.3
(+5.9)

（出所） 総務省「経済センサス活動調査」より作成

■ ･･･ H24調査売上金額･経常収益、 ■■ ■ ･･･ R3調査売上金額･経常収益、 ①～⑤は増加額の大きい順位

情報通信業 不動産業､物品賃貸業 学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

（単位：兆円）

①

②

③

④

⑤

※ 専門サービス業 12

（H24調査→R3調査）



先行研究における分析

元東京経済大学教授 長岡貞男他 「東京の産業集積の特徴」（2019） （抜粋）

⚫ 東京への集中度が高い産業は、情報通信、金融保険など各企業の本社へのサービスを行う産業が多い。

⚫ 情報通信業において企業向けの情報システムを設計する場合、そのサービス契約の相手は企業の本社となる場

合が多い。企業の情報システムの設計に当たっては企業全体の業務との調整が必要であり、そのシステムは全社

的に導入されることが多いからである。これを反映して、企業の内部の情報サービス部門自体が本社・本店にある

場合が多い。

⚫ また、金融・保険サービスについても企業における資金調達（銀行借り入れ、社債の発行）や資金運用は企業

全体の資金需給をまとめて行われており、本社が統括して行っている。研究開発について言えば、工場に付置さ

れていたり、独立した組織が研究所と別途の場所に設置される場合もあるが、本社と同じ場所に置かれている場合も

少なくない。調査企画、国際事業、知財管理なども本社業務である。（中略）

⚫ したがって、東京への産業集積の重要なメカニズムとして以下が示唆される。東京への本社機能の集積が、本社

機能を支援する産業の東京への集積をもたらす。本社・本店への機能集積の経済が大きい情報通信産業や金融

産業では、特にこの集積の力が強い。同時に、本社支援産業の集積は、更に東京に他の本社を集積させるインセ

ンティブを強める。本社の集積には、各支援産業の集積を通した間接ネットワーク外部性に加えて、本社が関与す

る取引契約を一層便利にするという直接的なネットワーク外部性も作用する。

（出所）東京経大学会誌（経済学）301巻 長岡 貞男、門脇 誠「東京の産業集積の特徴」 ※下線・太字・行頭文字は総務省にて

13



企業が東京都に立地する要因 （アンケート調査結果）

○ 国土交通省が行った企業アンケートによれば、現在の企業立地の要因・経緯に「取引先等の集積」「市場規
模の大きさ」「人材獲得の優位性」をあげる企業が多い。

（出所）国土交通省「企業等の東京一極集中に関する懇談会」企業向けアンケート調査結果（R3.1.29）より作成

56%

45%
42% 41%

37%
34%

26% 26%

21% 21%

8%
5% 5%

3%

国土交通省「企業向けアンケート調査」

Ｑ. 現在の東京本社事業所について、立地場所の要因・経緯を教えてください。
（複数回答可、n=389）
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電子商取引の拡大

○ 電子商取引（BtoC-EC ・ BtoB-EC）の進展により、店舗を必要としない事業形態が拡大。

○ 特にBtoC分野においては、コロナ禍以降EC化率が大きく増加。

9.5
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EC市場規模（注１）

EC化率（注２）

（注１）物販系分野、サービス系分野、デジタル系分野の合計額
（注２）物販系分野のEC化率
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465 

26.1%

29.4% 35.6%
37.5%

40.0%
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0

100
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400
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H24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5

EC市場規模

EC化率

（兆円） （兆円）

（出所）経産省「電子商取引に関する市場調査」より作成

BtoC-EC市場規模 及び EC化率の推移 BtoB-EC市場規模 及び EC化率の推移
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フランチャイズ事業の伸張

○ フランチャイズ事業の売上高は、コロナ禍により外食業・サービス業を中心に減少に転じたが、足下では増加。

（出所）日本フランチャイズチェーン協会 「ＪＦＡフランチャイズチェーン統計調査」より作成
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※サービス業には、レジャー･ホテル、リース･レンタル、その他サービスが含まれる。

売上高の推移 （単位：兆円）

コンビニ除く
小売業

コンビニ

外食業

サービス業
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小売業



17

○ 東京都（特別区）の商業地の地価水準は、全国平均（県庁所在地）の約８．4倍となっている。

地価の状況（商業地・県庁所在地）

※１ 令和７年度地価公示の実施状況（国土交通省）をもとに作成 ※２ 全国平均は県庁所在地（東京都は特別区）の額の平均値

③ 福岡市
平均価格：1,526,600円

① 東京都（特別区）
平均価格：3,590,800円

ああああ：300万超

ああああ：100万超～300万以下

ああああ：30万超～100万以下

ああああ：15万超～30万以下

ああああ：10万超～15万以下

ああああ： 0万 ～10万以下

② 大阪市
平均価格：2,237,200円

④ 京都市
平均価格：1,217,000円

⑤ 名古屋市
平均価格：1,119,400円

令和７年度
全国平均 約428,200円／㎡



○ １００万円以上の地価公示価格の地点（商業地）のうち、約60％を東京都が占めている。

18

地価公示価格の分布（商業地・全国）
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上
3
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満
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以
上
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未
満

4
0
0
万
円
以
上
5
0
0
万
円
未
満

5
0
0
万
円
以
上

地価公示価格

東京都

506地点

（58.2％）

大阪府

8８地点

神奈川県

５０地点

15道府県

226地点

【100万円／㎡以上の都道府県内訳】

（地点数）

（
円
／
㎡
）

（計6,499地点）

（出所）「令和７年度地価公示」（国土交通省）をもとに作成
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商業地の平均価格の推移

1,383 

2,995 

442 

1,189 

234 

591 

132 

168 
369 

692 

3,591 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6 7

千

東京都 大阪府 愛知県 地方圏 全国 特別区

（千円／㎡）

※１ 地価公示は、地価公示法に基づき、毎年１月１日を調査時点として国土交通省（土地鑑定委員会）が評価主体となって行うもの。
※２ 「平均価格」とは、地点ごとの１㎡当たりの価格の合計を総地点数で除して求めたものをいう。
※３ 地方圏とは、三大都市圏（東京圏、大阪圏、名古屋圏）を除く地域をいう。

ミニバブル

リーマンショック
（平成20年9月）

新型コロナウイルス
流行

（特別区）

（東京都）

（東京都）

１，６０４
（特別区）
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商業地の地価公示年別指数推移（平成１７年を１００）
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東京都 大阪府 愛知県 地方圏 全国 特別区

（H17＝100とした値）

※１ 地価公示は、地価公示法に基づき、毎年１月１日を調査時点として国土交通省（土地鑑定委員会）が評価主体となって行うもの。
※２ 平成17年を100とし、各年度の変動率（前年から継続している地点ごとの価格の対前年変動率の合計を当該地点数で除して求めたもの）を掛け合わせて算出。
※３ 地方圏とは、三大都市圏（東京圏、大阪圏、名古屋圏）を除く地域をいう。

ミニバブル
リーマンショック
（平成20年9月）

新型コロナウイルス
流行

（特別区）

（東京都）



21（出所） 総務省「令和６年度固定資産の価格等の概要調書」をもとに作成

○ 商業地に関する東京都のシェアは、面積ベースでは、全国で2.3％だが、土地の評価額
ベースでみれば、 32.2％と集中している。

面積ベース 評価額ベース

その他

府県

79.7％

①北海道

8.6％

②愛知県

5.3％

①東京都

32.2％

②大阪府

9.4％

③千葉県

4.1％

⑰東京都

2.3％ その他

道府県

44.5％

③愛知県

7.0％

（※） ①、②、③・・・はシェアの順位を表している。

④神奈川県

6.9％

商業地の状況



オフィスビルの状況①

22（出所）日本不動産研究所「全国賃貸オフィスストック調査（202５年1月現在）」をもとに作成

○ 主要都市のうち、延床面積ベースで、55％超のオフィスが東京２３区に集中している。

東京23区
55.５％

13.７％

5.3％

５.０％

その他の
都市

20.６％

大阪市

名古屋市

横浜市

賃貸オフィス（15,３１６万㎡）

※１ 全国47都市（県庁所在市、東京都は特別区）におけるオフィスビル（20,239棟）を対象

※２ 対象は、延床面積1,000㎡以上の賃貸オフィスビル（自社ビルでも賃貸部分があれば対象となる。）

※３ 各都市の構成比はそれぞれ四捨五入を行っているため、合計しても100.0%とはならない。



オフィスビルの状況②

（出所）日本不動産研究所「全国オフィスビル調査」をもとに作成

○ 全国の主要都市のオフィスビルに占める東京23区のシェアは増加傾向にあり、平成29年か
ら令和５年までに増加した床面積のうち約８割を東京23区が占めている。

54.1%

54.9%

55.5%
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60.0%
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H29 R2 R5

全国87都市 東京23区 東京23区のシェア

単位：万㎡

オフィスビルのストックの推移 ストック増加に占める東京都の割合

東京

23区

81.4％

その他の

都市

18.6％

（※） 全国87都市（県庁所在市、人口30万以上の市など）におけるオフィスビルを対象
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2.0
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3.0

H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H27 H29 R1 R3 R5 R7

財源超過額のうち東京都・特別区分 財源超過額のうち東京都・特別区以外の不交付団体分

24

財源超過額の推移

（兆円）

（出典）総務省「地方交付税等関係計数資料」

○ 東京都の財源超過額が過去最高となっているとともに、財源超過額全体に占める東京都及び
特別区のシェアも増加基調で推移し、近年は高い状態が継続。

財源超過額：普通交付税の算定において、基準財政収入額が基準財政需要額を上回る額



3,304 

7,064 

9,407 

11,435 
11,947 11,687 

13,292 

11,808 

5,520 

13,719 

15,920 

17,873 

19,917 

H25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6 7

東京都・特別区の財源超過額の推移

（単位：億円）

※ 東京都にあっては、地方交付税法第21条の規定により都及び特別区の基準財政需要額、基準財政収入額をそれぞれ合算して算定。
R３～6年度は再算定結果による。 25

○ 東京都・特別区の財源超過額は、令和７年度で2.0兆円。
偏在是正措置を講じる前の水準（平成30年度、1.2兆円）を大きく上回っている状況。

財源超過額：普通交付税の算定において、基準財政収入額が基準財政需要額を上回る額



東京都の基金残高の推移

○ 東京都の基金残高は、近年、高い水準で推移している。

（単位：億円）
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都道府県人口１人当たり地方税・基金残高・地方債残高（R5決算）

○ 地方税収（人口１人当たり） 東京都は、他道府県の平均の約１．７倍。その差は拡大傾向。

○ 基金残高（人口１人当たり） 東京都は、他道府県の平均の約３倍。近年も増加。

○ 地方債残高（人口１人当たり） 東京都は、他道府県の平均の４割弱。

【人口１人当たり地方税収※の推移】

【人口１人当たり地方債残高の推移】

※都道府県及び市区町村における決算額の合算
額であり、税収には超過課税及び法定外税等を
含まない。

27

（単位：円）

（単位：円） 【人口１人当たり基金残高の推移】 （単位：円）
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